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１． 15 年 3 月期の連結業績（平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日） 
(1)連結経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

           6,793   △3.3 
7,027   1.1 

 

3,230 △10.0 
3,588  △2.1 

3,511  △7.8 
3,809  △4.0 

 

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益        
株主資本当 
期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

1,843    2.0 
1,807 △23.3 

 

180.77 
144.36 

   ― 
   ― 

5.5 
5.7 

 

8.3 
9.1 

51.7 
54.2 

 (注) ①持分法投資損益       15 年 3 月期       149 百万円 14 年 3 月期      68 百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 15 年 3 月期  10,020,693 株    14 年 3 月期   12,521,970 株   
     ③会計処理の方法の変更   無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

42,308 
42,299 

33,979 
32,590 

80.3 
77.0 

3,390.06 
2,603.37 

(注) 期末発行済株式数(連結) 15 年 3 月期  10,013,733 株    14 年 3 月期  12,518,671 株 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 
 

百万円 百万円 百万円 百万円 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

1,883 
2,200 

254 
1,589 

△280 
△208 

6,638 
4,780 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

連結子会社数    3 社 持分法適用非連結子会社数   0 社 持分法適用関連会社数    1 社 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

連結 (新規)   0 社 (除外)   0 社    持分法 (新規)   0 社 (除外)   0 社 
 
２．16 年 3 月期の連結業績予想（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

中 間 期 
通    期 

3,296 
6,483 

1,943 
3,469 

1,048 
1,877 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）  184 円 29 銭 
 

(注) 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

    実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

    上記金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 



1．企 業 集 団 の 状 況

当 社

　不 　動 　産 　賃 　貸 　業

得　　　　　　意　　　　　　先

　事業の系統図は次の通りであります。

　当社の企業集団は、当社、連結子会社3社及び関連会社1社で構成され、当社は、不

ビス等の事業活動を展開しております。

動産賃貸業を主な内容とし、新立川航空機㈱には礦油販売を行ない、連結子会社にお

いてゴルフ練習場の経営並びに構内等における商品販売、清掃業務及びその他のサー

持分法適用関連会社

新 立 川 航 空 機 ㈱

一般機械 器具 製造

販売および不動産賃貸業

連 結 子 会 社

立 飛 開 発 ㈱

ゴルフ練習場の経営

連 結 子 会 社

泉 興 業 ㈱

タバコ、飲料品の販売、

電算機計算業務受託、

不動産の管理の一部受託

連 結 子 会 社

平 成 造 園 ㈱

造園工事ならびに管理、

不 動 産 の 管 理

清 掃 業 務 受 託
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　会議に積極的に出席し、取締役の職務執行を充分に監視できる体制となっております。

　要なことであり、今後とも慎重に対応し、業績の向上に鋭意努力してまいります。

（4）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

　定の迅速化、経営環境の変化に対応できる組織体制、公正で透明性の高い経営の実現を

　　当社は、取締役・監査役制度を軸にコーポレート・ガバナンスの充実を図り、意思決

　　経営および業務執行の監視につきまして、監査役は取締役会、常勤役員会など重要な

　　取締役会は、商法等で定められた事項および経営に関する重要な事項について審議・

　決定を行う他、経営および業務執行事項に関する方針、計画および実施状況を報告審議

　構築してまいります。

　するための常勤役員会を毎週開催しております。

　　今後の見通しにつきましては、ビル・倉庫のテナント需要の減少や借り手側の厳しい

　選別が予想されます。

　　当社といたしましては、社有地の有効活用を促進するとともに不動産賃貸部門の充実

（3）会社の対処すべき課題と中長期的な会社の経営戦略

　貢献することを経営の基本方針としております。

　　当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要課題と位置付けており、今後の配当に

　つきましては、前期並みの収益の確保が出来る時は配当性向３０％程度を維持し、株主

　　当期の株主配当金につきましては、株主各位の長年のご支援に感謝し１株につき年、

（2）会社の利益配分に関する基本方針

　に還元してまいりたいと考えております。

　　また、将来の事業展開に向けて、老朽化した建物の建て替え等の原資のため内部留保

　ーズに対応しつつ、長期的展望に立って、地域社会の発展、環境を配慮した街づくりに

２. 経　 営　 方　 針

（1）会社の経営の基本方針

　　当社グループは、土地・建物の不動産賃貸業を主体に、その資産の有効活用を図り、

　ビル・倉庫の賃貸事業やゴルフ練習場経営等を積極的に展開し、多様化するお客様のニ

　円に特別配当３０円を加え、合計４０円とする予定でございます。

　　次期（平成１６年３月期）の株主配当金につきましては１株につき年、普通配当１０

　に努めてまいります。

　普通配当１０円に特別配当として４０円を加え、合計５０円とする予定でございます。

　強化に努め、既存の土地・建物の稼働率の向上に注力し、テナントの入居率改善など営

　んでおります。

　　全体工事は、平成１７年度末の完了を目途に進められております。

　　本事業は、不動産賃貸業を営む当社にとりまして、社有地の利用増進を図るうえで重

  業力の強化を図り、新たな事業展開を目指し業績の向上に取り組んでまいります。

　　また、立川製造所一部地域を含む「立川基地跡地関連地区土地区画整理事業」につき

　ましては、施行者が平成１２年度より立川製造所内にて工事着手しており、平成１４年

　度も引き続いて共同溝などの供給処理施設の工事を行い、都市計画道路の舗装工事も進
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　　却損があったものの投資有価証券評価損が前期に比べ大幅に減ったことにより、1,843　　

    ならびにゴルフ練習場の経営などを積極的に行ってまいりました。この結果、当期の

　　修繕費の増加などにより、3,511百万円（前期比7.8％減）、当期純利益は固定資産廃

　　不順による来場者の減少により、同関連事業の売上高は539百万円で前期比5.5％減と

　 ② 次期の見通し

　　　次期の見通しといたしましては、不安定な世界情勢の動向や株式市場の低迷などに

　　なりました。

　　ます。

３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

　　の後継テナントの勧誘や新規テナントの開拓など、入居率の維持・改善や稼働率の向　　

（１）経営成績

      当期におけるわが国の経済は、デフレ基調で推移し、雇用・所得環境の悪化による

　　個人消費の低迷や民間設備投資の低調など、依然厳しい状況で推移いたしました。

　 ① 当期の概況

　　百万円（前期比2.0％増）の計上となりました。

　　土地・建物の補修工事や諸設備の改善工事を行い、積極的な営業活動により解約あと　

      このような状況下におきまして、当社とグループ各社は土地区画整理事業が進む一

　　連結業績は、売上高は6,793百万円（前期比3.3％減）、経常利益は減価償却費や建物

　　より、景気回復の見通しは依然不透明で、引き続き厳しい状況が続くものと予想され

　　　平成１６年３月期の連結業績予想につきましては、売上高6,483百万円（前期比4.6

　　％減）、経常利益3,469百万円（前期比1.2％減）、当期純利益1,877百万円（前期比

　　を見込んでおります。

　　経常利益は3,137百万円(前期比4.2％減)、当期純利益は1,565百万円(前期比9.1％減）　　　

　　　また、個別の通期業績予想につきましては、売上高5,937百万円(前期比3.9％減)、

    部立川市泉町地区および栄町地区を基盤として、事務所建物、倉庫および土地の賃貸

　　　運動施設関連事業では、長引く景気の低迷により厳しい環境下であり、また、天候

　　　不動産賃貸関連事業におきましても、長引く不況の影響からテナントの事業縮小・

　　当社グループは土地・建物の有効利用により社有地の価値を高めるとともに、既存の

　　上に努めてまいりました。　　　

　　　建物の賃貸期間満了や中途解約などにより、同関連事業の売上高は5,838百万円で

　　前期比3.2％減となりました。

　　撤退・統廃合などにより、賃貸需要は低迷し価格改定など厳しくなっております。　

　　1.8％増）を見込んでおります。
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　　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、前連結会計年度と比べ72百

　　万円(34.6％)増加し、280百万円となりました。これは、配当金の支出額が前連結会計

　　年度と比べ46百万円増加したこと等によるものであります。

　　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　　当連結会計年度における投資活動による資金の増加は、前連結会計年度と比べ1,334

　　百万円(84.0％)減少し、254百万円となりました。これは、その他の短期投資の取得に

　　よる支出が前連結会計年度と比べ1,848百万円増加したこと等によるものであります。

　　　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度と

　　比べ317百万円(14.4％)減少し、1,883百万円となりました。減少の主な要因は､税金

　　による支出が前連結会計年度と比べ434百万円増加したこと等によります。　

　　等調整前当期純利益は前連結会計年度と比べ若干増加したものの、預り保証金の返済

　　の増益だったことと、短期運用(３ヶ月以内)の自由金利型定期預金残高が、前連結会

　　計年度と比べ2,037百万円（46.8％）増加したこと等により、前連結会計年度と比べ

　　1,858百万円(38.9％)増加し、当連結会計年度末には6,638百万円となりました。

　　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

（２）財政状態

　　は、税金等調整前当期純利益が3,188百万円と前連結会計年度と比べ54百万円(1.7％）

　　　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)
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 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額

％ ％

16,155 38.2 15,609 36.9 545

現 金 預 金 9,860 10,155 △　294
受取手形及び売掛金 41 34 7
有 価 証 券 6,099 4,999 1,099
た な 卸 資 産 12 18 △    5
繰 延 税 金 資 産 99 65 33
そ の 他 40 335 △　294
貸 倒 引 当 金 △　0 △　0 △　　0

26,153 61.8 26,690 63.1 △　536
9,804 23.2 10,300 24.4 △　496

建 物 及 び 構 築 物 9,027 9,476 △　449
機械装置及び運搬具 65 71 △　　6

土 地 546 546 ―

そ の 他 165 204 △　 39

2 0.0 2 0.0 △　　0

16,347 38.6 16,387 38.7 △　 40
投 資 有 価 証 券 15,794 15,917 △  122
繰 延 税 金 資 産 163 91 71
積 立 保 険 金 310 288 21
そ の 他 118 130 △　 11
貸 倒 引 当 金 △　39 △　39 0

42,308 100.0 42,299 100.0 8資 産 合 計

　無 形 固 定 資 産

　投資その他の資産 

（ 資 産 の 部 ）

流　動　資　産

固　定　資　産

　有 形 固 定 資 産

増　　減

4．連 結 財 務 諸 表 等

連　結　貸　借　対　照　表

　 　（単位　百万円）

（平成15年3月31日現在）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度

（平成14年3月31日現在）

　期　　別

科　　目
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 金　 　額 構成比 金　 　額 構成比 金　　額

％ ％

1,692 4.0 2,014 4.8 △　321

支払手形及び買掛金 104 90 13
未 払 法 人 税 等 695 374 321
賞 与 引 当 金 79 67 12
前 受 金 465 665 △　200
そ の 他 347 815 △　468

3,520 8.3 4,568 10.8 △1,048

退 職 給 付 引 当 金 352 309 42
長 期 預 り 保 証 金 3,168 4,259 △1,090

5,213 12.3 6,583 15.6 △1,370

3,116 7.4 3,126 7.4 △    9

資 本 金 　　　　　　― ― 636 1.5 △　636

資 本 準 備 金 　　　　　　― ― 800 1.9 △　800

連 結 剰 余 金 　　　　　　― ― 31,247 73.9 △31,247

その他有価証券評価差額金 　　　　　　― ― 114 0.2 △　114

自 己 株 式 　　　　　　― ― △　117 △ 0.3 117

親 会 社 株 式 　　　　　　― ― △　90 △ 0.2 90

△32,590　　　　　　― ―

　 　（単位　百万円）

32,590 77.0

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
増　　減

（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）

資 本 合 計

（ 負 債 の 部 ）

流　動　負　債

固　定　負　債

負 債 合 計

　（少数株主持分）

    少 数 株 主 持 分

（ 資 本 の 部 ）

　期　　別

科　　目
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 金　 　額 構成比 金　 　額 構成比 金　　額

％ ％

資 本 金 636 1.5 ― ― 636

資 本 剰 余 金 800 1.9 ― ― 800

利 益 剰 余 金 32,873 77.7 ― ― 32,873

その他有価証券評価差額金 11 0.0 ― ― 11

自 己 株 式 △　342 △ 0.8 ― ― △  342

負債,少数株主持分

及 び 資 本 合 計
8

33,979―33,979 80.3 ―

42,308 100.0 42,299 100.0

資　 本　 合　 計

　 　（単位　百万円）

当 連 結 会 計 年 度 前 連 結 会 計 年 度
増　　減

（平成15年3月31日現在） （平成14年3月31日現在）

　期　　別

科
目
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6,793 100.0 7,027 100.0 △　234

3,104 45.7 3,035 43.2 68

3,688 54.3 3,992 56.8 △　303

458 6.7 403 5.7 54

3,230 47.6 3,588 51.1 △　358

90 120
14 15

149 68
17 6
15 286 4.2 18 229 3.2 57

5 7
0 5 0.1 0 8 0.1 △　  2

3,511 51.7 3,809 54.2 △　298

0 0
　　― 77

118 118 1.7 40 117 1.7 1

204 113
236 440 6.5 678 791 11.3 △　351

3,188 46.9 3,134 44.6 54

1,317 19.4 1,231 17.5 85

△　42 △0.6 33 0.5 △　 76

71 1.0 61 0.9 9
1,843 27.1 1,807 25.7 35

投資有価証券評価損

連　結　損　益　計　算　書

　　　　　　　　　　

                    　　　　（単位　百万円）

％ ％

金　 　額

増　 　減

前 連 結 会 計 年 度

自 平成13年4月 1日

至 平成14年3月31日

百分比

当 連 結 会 計 年 度

自 平成14年4月 1日

至 平成15年3月31日

百分比金　　　　額 金　　　　額

特　　別　　損　　失

貸 倒 引 当 金 戻 入 額
固 定 資 産 売 却 益

固 定 資 産 除 却 損

物 件 移 転 補 償 金

営 業 外 収 益

支 払 利 息

経 常 利 益

営 業 外 費 用

受 取 配 当 金
持分法による投資利益
保 険 金 収 入
そ の 他

当 期 純 利 益

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

売 上 高

売 上 原 価

営 業 利 益

受 取 利 息

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

特 別 利 益

そ の 他

科 目

期 別
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― 29,610 △29,610

　　　　― 139

　　　　― ― 32 171 △　 171

― 1,807 △ 1,807

― 31,247 △31,247

800 ― 800

800 ― 800

31,247 ― 31,247

1,843 1,843 　　　　― ― 1,843

185 　　　　―

32 217 　　　　― ― 217

32,873 ― 32,873

資本剰余金期首残高

( 利 益 剰 余 金 の 部 ）

自 平成13年4月 1日

至 平成14年3月31日

役 員 賞 与

利益剰余金期首残高

当 期 純 利 益

配 当 金

増　減

( 資 本 剰 余 金 の 部 ）

配 当 金

役 員 賞 与

金　額

連 結 剰 余 金 計 算 書

金　　　　　　　額 金　　　　　　　額

当 連 結 会 計 年 度

自 平成14年4月 1日

前 連 結 会 計 年 度

至 平成15年3月31日

 （単位　百万円）

科 目

期別

連結剰余金期首残高

当 期 純 利 益

連 結 剰 余 金 減 少 高

連結剰余金期末残高

資本剰余金期首残高

資本剰余金期末残高

利益剰余金期首残高

利 益 剰 余 金 増 加 高

利 益 剰 余 金 減 少 高

利益剰余金期末残高
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税金等調整前当期純利益 3,188 3,134
減価償却費 777 761
引当金の増加額 54 11
受取利息及び受取配当金 △　 105 △　 135
支払利息 5 7
持分法による投資利益 △　 149 △　  68
有形固定資産除却損 204 113
保険金収入 △　  17 △　   6
役員賞与 △ 　 32 △　  32
その他の営業外収益 △　  15 △  　18
その他の営業外費用 0 0
有形固定資産売却益 ― △　  77
物件移転補償金 △　 118 △　  40
投資有価証券評価損 236 678
売上債権の増減額 △　 207 184
たな卸資産の増減額 5 △　   0
仕入債務の増減額 △　　62 1
未収及び未払消費税等の増加額 45 30
　　小　　　計 3,811 4,546
利息及び配当金の受取額 149 205
利息の支払額 △　   8 △   　8
法人税等の支払額 △ 1,001 △ 1,748
預り保証金の預りによる収入 422 343
預り保証金の返済による支出 △ 1,513 △ 1,079
その他の収入 214 55
その他の支出 △　 190 △　 113
　　営業活動によるキャッシュ・フロー 1,883 2,200

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー
その他の短期投資の取得による支出 △15,508 △13,660
その他の短期投資の売却による収入 17,960 18,343
有価証券の売却による収入 5,000 1,900
有形固定資産の取得による支出 △　 827 △ 1,073
有形固定資産の売却による収入 0 77
無形固定資産の取得による支出 ― △　   0
投資有価証券の取得による支出 △ 6,504 △ 4,000
投資有価証券の売却による収入 120 0
貸付けによる支出 △　  12 △  　15
貸付金の回収による収入 25 18
　　投資活動によるキャッシュ・フロー 254 1,589

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出及び自己株式の売却による収入 △　  27 △ 　 18
配当金の支払額 △　 185 △ 　139
少数株主への配当金の支払額 △　  66 △　  50
　　財務活動によるキャッシュ・フロー △　 280 △   208

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 ― －
Ⅴ．現金及び現金同等物の増加額 1,858 3,582
Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 4,780 1,198
Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 6,638 4,780

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

金　　　　　　額 金　　　　　　額

至 平成15年3月31日 至 平成14年3月31日

連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

　　　　　　                   （単位　百万円）

当 連 結 会 計 年 度

自 平成14年4月 1日

前 連 結 会 計 年 度

自 平成13年4月 1日

科 目

期 別
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　　 たな卸資産

　 ②重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 　有形固定資産

　　 無形固定資産

　　　 定率法（建物の一部は定額法）によっている。

　　　 案して回収不能見込額を計上している。

　　　 一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘

　　　 定額法によっている。

　　　 ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産に基づき、当期

　　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

　　④重要なリース取引の処理方法

　 ③重要な引当金の計上基準

　　 貸倒引当金　 

　　 退職給付引当金

　　 賞与引当金

 　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充当するため、支給見込額に基づき計上している。

　 　　　  税抜き方式によっている。

　　　 末において発生していると認められる額を計上している。

 　　有価証券

　　　 先入先出法による低価法によっている。

       満期保有目的の債券

         償却原価法によっている。　　　　

       その他有価証券

       時価のあるもの

         期末決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。（ 評価差額は全部資本直入法によ           

         り処理し、売却原価は移動平均法により算定している。）

       時価のないもの

         移動平均法による原価法によっている。

 　①重要な資産の評価基準及び評価方法

連結財務諸表作成のための基本となる事項

　１．連結の範囲に関する事項

　 　連結子会社の数　　　3社

　　 連結子会社の名称     

 　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致している。

　４．会計処理基準に関する事項

　 　持分法適用の関連会社の数　　　1社　　

新立川航空機㈱

立飛開発㈱　　泉興業㈱　　平成造園㈱

　２．持分法の適用に関する事項

　 　持分法適用会社の名称

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　⑤その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　　  （1）消費税等の会計処理
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     （2）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

　　　    これによる当連結会計年度の損益に与える影響はない。

          によっている。

          いる。

　　　    本の部及び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成して

　　　    14年４月１日以後に適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同基準　

　　     「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成

　 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について、連結会計年度中に確定した利益処分に基

　 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き

　７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　    なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資

    （3）１株当たり情報

　　　   4月1日以後開始する連結会計年度に係る連結財務諸表から適用されることになったこと

　　　   に伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針によっている。

　５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　６．利益処分項目等の取扱いに関する事項

　 づいて作成している。

　 なリスクしか負わない短期投資からなっている。

 　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっている。

　　    「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり

　　　   当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成14年

　 出し可能な預金及び、取得日から３ヶ月以内に償還期限が到来しかつ価値の変動について僅少
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      16百万円      14百万円

      26百万円

 △5,375百万円

      33百万円

      42百万円

　  ２．固定資産の売却益の内訳

土 地

納 付 金 手 数 料

　  ３．固定資産の除却損の内訳

　 4,780百万円

      10百万円       10百万円

預入期間が３か月を超える定期預金

現金及び現金同等物

　    

 △3,222百万円

　 6,638百万円

現金及び預金

　（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　  １．販売費及び一般管理費の主な内訳

     120百万円     122百万円

     129百万円      115百万円

建物及び構築物撤去費

   9,860百万円

     (平成15年3月31日現在)   (平成14年3月31日現在)

      64百万円

　    現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係

  10,155百万円

      66百万円

注　記　事　項

　（連結貸借対照表関係）

　 　　　　投資有価証券（株式）

賞与引当金繰入額

　  １．有形固定資産減価償却累計額

　（連結損益計算書関係）

給 与 諸 手 当

　  ２．関連会社の株式等

役 員 報 酬

　

      77百万円

福 利 厚 生 費

(前連結会計年度)

(当連結会計年度) (前連結会計年度)

  13,095百万円

   6,096百万円

(当連結会計年度)

  13,416百万円

   6,073百万円

退 職 給 付 費 用

      29百万円

建 物 及 び 構 築 物      135百万円

      ―百万円

      45百万円

　  ３. 当社の発行済株式総数

　 　　　　普通株式   12,731,550株 ―

   2,717,817株 ―

　  ４. 連結会社、持分法適用関連

　  　　会社が保有する自己株式の数

　 　　　　普通株式
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不動産賃貸 運 動 施 設 そ の 他 の 消　　　 去
関 連 事 業 関 連 事 業 事 業 計 又 は 全 社 連 結

Ⅰ　 売上高及び営業損益

　 売  上  高　   
 （1）外部顧客に対する

      売上高 5,838 539 415 6,793 － 6,793
 （2）セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高 312 － 270 582 (582) －
計 6,150 539 685 7,375 (582) 6,793

　営 業 費 用 3,016 522 607 4,146 (583) 3,562
　営 業 利 益 3,134 16 78 3,229 0 3,230
Ⅱ   資産、減価償却費及

     び資本的支出

　資              産 14,097 1,170 665 15,933 26,374 42,308
　減  価  償  却  費 772 3 1 777 － 777
　資  本  的  支  出 417 3 － 420 － 420

不動産賃貸 運 動 施 設 そ の 他 の 消　　　 去
関 連 事 業 関 連 事 業 事 業 計 又 は 全 社 連 結

Ⅰ　 売上高及び営業損益

　 売  上  高　   
 （1）外部顧客に対する

      売上高 6,029 571 427 7,027 － 7,027
 （2）セグメント間の内部

　　　売上高又は振替高 313 － 281 595 (595) －
計 6,343 571 708 7,623 (595) 7,027

　営 業 費 用 2,898 517 618 4,035 (595) 3,439
　営 業 利 益 3,444 53 89 3,587 0 3,588
Ⅱ   資産、減価償却費及

     び資本的支出

　資              産 16,310 1,697 696 18,703 23,596 42,299
　減  価  償  却  費 756 2 2 761 － 761
　資  本  的  支  出 1,514 3 1 1,519 － 1,519

（注記）

　（２）所在地別セグメント情報

　（３）海外売上高

（セ グ メ ン ト 情 報 の 注 記）

　　 25,571百万円（前年度）である。 その主なものは、余資運用資金及び、長期投資資金で
　　 ある。

　当連結会計年度（自平成14年4月1日　至平成15年3月31日）

　1．事業区分は経営管理上の区分によっている。
　2．各事業の主な内容

　　　　                     （単位　百万円）

　前連結会計年度（自平成13年4月1日　至平成14年3月31日）
　　　　                     （単位　百万円）

　（１）事業の種類別セグメント情報

　　海外売上高がないため、記載していない。

　当連結会計年度及び前連結会計年度

　　　 ①不動産賃貸関連事業　　　事務所用建物、倉庫及び土地の一部の賃貸　
　　 　②運動施設関連事業　　　　ゴルフ練習場の経営　

　当連結会計年度及び前連結会計年度

　　 　③その他の事業　　　　　　電算、保険代理店、自動販売機、不動産管理・保守　　　
　3．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は28,286百万円(当年度）及び

　　在外子会社がないため、記載していない。
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　    11百万円　　　　　

　　  10百万円　　　　　

　　   0百万円　　　　　

（前連結会計年度）

　　 額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっている。

支 払 リ ー ス 料

減 価 償 却 相 当 額

支 払 利 息 相 当 額

　    11百万円　　　　　

　　   0百万円　　　　　

　　  10百万円　　　　　

   ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 に
　　 よっている。 利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

   2,377百万円

　　 241百万円　　　　　

　 1,771百万円

　　 319百万円　　　　　

　 2,057百万円

   合　　　計    2,012百万円

　　  53百万円　　　　　

　　  24百万円

　　  29百万円

　    11百万円　　　　　

　　  19百万円

　 ②未経過リース料期末残高相当額

期 末 残 高 相 当 額

 　③当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　  30百万円

　　  18百万円

   合　　　計 　　  19百万円

　    11百万円　　　　　　１ 年 以 内

　2．オペレーティング・リース取引　

（貸　　手　　側）

　　未経過リース料　

　１ 年 以 内

　１ 年    超

（当連結会計年度）

そ　 の　 他

（ リ ー ス 取 引 の 注 記 ）

　

（借　　手　　側）

（当連結会計年度）

　1.リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（前連結会計年度）

　 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

そ　 の　 他

　　   7百万円　１ 年    超

取 得 価 額 相 当 額

減 価 償 却 累 計 額 相 当 額

　　  53百万円　　　　　

　　  35百万円
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27 百万円

63 百万円

120 百万円

50 百万円

262 百万円

－

262 百万円

△　 0 百万円
△　 0 百万円

262 百万円

99 百万円

163 百万円

42.1 ％

△ 2.0 ％

0.2 ％

△ 0.6 ％

0.2 ％

0.1 ％

40.0 ％

持分法による投資利益

賞与引当金損金算入限度超過額

未払事業税否認

　　繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれている。

流  動  資  産 繰 延 税 金 資 産

評価性引当額

繰延税金資産合計

法定実効税率

固  定  資  産 繰 延 税 金 資 産

 （調　　整）

繰延税金資産の純額

　　（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項

　  目別の内訳

　  

（税効果会計に係る注記）

 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金
繰延税金負債合計

退職給付引当金損金算入限度超過額

当 連 結 会 計 年 度（平成15年3月31日現在）

 （繰延税金資産）

その他

繰延税金資産小計

　  （1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　

　　

　　

　　

交際費等永久に損金に算入されない項目

　　これにより、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が5百万円減

受取配当金等永久に損金に算入されない項目

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

税効果会計適用後の法人税等の負担率

　　法定実効税率は、前期は42.1％、当期は流動区分については42.1％、固定区分につい

その他

　　少し、当連結会計年度に費用計上された法人税等調整額が5百万円、その他有価証券評

　　価差額金が0百万円、それぞれ増加している。

　　（3）地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布さ

　　れたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した

　　ては40.5％である。
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159         41

159         41

706       △25

299       △16

1,006       △41

1,166 　　　　 0

区　　　　　分 １年超､5年以内 5年超､10年以内 合　　　　　計

満期保有目的の債券

国　 　　　債

そ　　の　　他 　　― 　― 200          200

　③　そ　の　他

　　　　　　小　　　　　　　　　　　計

　　　　　　合　　　　　　　　　　　計

965

283

11,751

14,654

時価が連結貸借対照表

計 上 額 を 超 え る も の

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

　合　　　　　　　計

201

681

201　　　　　　小　　　　　　　　　　　計

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　①　株　　　式

　②　債　　　券

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　①　株　　　式

　②　債　　　券

　③　そ　の　他

 ２．その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 百万円）

　区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 取 得 原 価 差　　　額連結貸借対照表計上額

84

69

△ 14

11,836

14,724

6,350

（有 価 証 券 関 係 の 注 記）

　当連結会計年度（自 平成14年4月1日　至 平成15年3月31日）

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 百万円）

　 償還予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 百万円）

 ３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における

 差　　　　　　　額　区　　　　　　　分 連結貸借対照表計上額 時　　　　　　　価

　―

(注)｢連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの」の「株式」の取得原価からは、236百万円

　　の減損処理額が控除されている。

10 年 超

7,900 200 　 ― 14,450

１ 年 以 内

 

 

1,166

2,902 2,887
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419 163

120 0

539 164

483       △　10

299       △　 3

783       △　14

1,322 149

１ 年 以 内 １年超､5年以内 合　　　　計

該当事項なし。

 （デリバティブ取引関係の注記）

（有 価 証 券 関 係 の 注 記）

　前連結会計年度（自 平成13年4月1日　至 平成14年3月31日）

 １．満期保有目的の債券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 百万円）

区　　　　　　　分 連結貸借対照表計上額 時　　　　　　　価 差　　　　　　　額

時価が連結貸借対照表
13,348 13,485 136

計 上 額 を 超 え る も の

時価が連結貸借対照表

計上額を超えないもの

　合　　　　　　　計 13,348 13,485 136

 ２．その他有価証券で時価のあるもの　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 百万円）

区　　　　　　　　　　　　　　　　　分 取 得 原 価 連結貸借対照表計上額 差　　　額

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの

　①　株　　　式 583

　②　債　　　券

　③　そ　の　他 120

　　　　　　小　　　　　　　　　　　計 703

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの

　①　株　　　式 472

　②　債　　　券

　③　そ　の　他 295

　　　　　　小　　　　　　　　　　　計 768

　　　　　　合　　　　　　　　　　　計 1,472

 ３．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における

　 償還予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 百万円）

13,350
国                     債

区　　　　　　　　　　　分 5年超､10年以内

満 期 保 有 目 的 の 債 券
5,000 8,150 200
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△　515 百万円

163 百万円

△　352 百万円

△　352 百万円

92 百万円

― 百万円

92 百万円

（退 職 給 付 関 係 の 注 記）

　　１.採用している退職給付制度の概要

　　　　 

　　２.退職給付債務に関する事項（平成15年3月31日現在）

　　　　 当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度

　　　　 を設けている。また、従業員の退職等に際して特別功労金を支払う場合がある。

（注）当社及び連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用している。

　　３.退職給付費用に関する事項（自平成14年4月1日 至平成15年3月31日）

イ、勤　務　費　用

イ、退 職 給 付 債 務

ロ、年 金 資 産

二、退 職 給 付 引 当 金

ハ、未積立退職給付債務（イ＋ロ）

　　該当事項なし。

ロ、会計基準変更時差異の費用処理額

ハ、退職給付費用（イ＋ロ）

（関 連 当 事 者 と の 取 引)
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平成 15 年 3 月期   個別財務諸表の概要        平成１５年５月２６日 

上 場 会 社 名        立飛企業株式会社                 上場取引所  東 

コ ー ド 番 号         ８８２１                  本社所在都道府県 東 京 都 

（ＵＲＬ  http://www.                       ） 

代  表  者 役職名 代表取締役社長       氏名 髙橋勝寿 

問合せ先責任者 役職名 常務取締役経理部長    氏名 外谷賢郎   ＴＥＬ( 042 ) 536－1111 

決算取締役会開催日 平成 15 年 5 月 26 日       中間配当制度の有無             無 

定時株主総会開催日 平成 15 年 6 月 27 日       単元株制度採用の有無   有(１単元 100 株) 

 
１． 15 年 3 月期の業績(平成 14 年 4 月 1 日～平成 15 年 3 月 31 日) 
(1)経営成績 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

            6,180   △3.3 
            6,390     0.6 

            3,136   △9.0 
            3,447   △2.5 

 

            3,275   △9.3 
            3,609   △3.4 

  
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率 
総 資 本 

経常利益率 
売 上 高 

経常利益率 

 百万円   ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

      1,722   △1.0 
      1,740  △22.6 

133.37 
137.17 

   ― 
  ― 

5.9 
6.3 

9.2 
10.3 

53.0 
56.5 

(注) ①期中平均株式数 15 年 3 月期 12,675,582 株          14 年 3 月期 12,685,033 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

50.00 
20.00 

  ― 
 ― 

50.00 
20.00 

633 
253 

 

37.5 
14.6 

 

2.1 
0.9 

 (注) 15 年 3 月期期末配当金の内訳  普通配当  10 円 00 銭  特別配当  40 円 00 銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円  銭 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

   35,441 
35,433 

29,723 
28,400 

83.9 
80.2 

2,343.68 
2,239.51 

(注) ①期末発行済株式数   15 年 3 月期  12,668,622 株 14 年 3 月期   12,681,734 株 
     ②期末自己株式数     15 年 3 月期      62,928 株 14 年 3 月期    49,816 株 
 
２．16 年 3 月期の業績予想(平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 

中 間 期 
通   期 

2,988 
5,937 

 

1,643 
3,137 

 

759 
1,565 

――― 
――― 

――― 
   40.00 

――― 
   40.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   121 円 03 銭 

 

(注 )上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。 

   実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 

   上記金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。 

 



構成比 構成比

　　　% 　　　%

現 金 預 金 8,233 8,558 △  324

売 掛 金 13 16 △    2

有 価 証 券 6,099 4,999 1,099

棚 卸 資 産 0 0 0

繰 延 税 金 資 産 82 46 36

そ の 他 62 360 △  298

貸 倒 引 当 金 　　 △　0 　　 △　0 0

14,493 40.9 13,982 39.5 510

建 物 8,067 8,496 △  429

構 築 物 953 974 △   20

工 具 器 具 備 品 161 199 △   38

土 地 546 546 　　　―

そ の 他 61 67 △    6

9,790 27.6 10,285 29.0 △  494

1 0.0 1 0.0 　　　―

投 資 有 価 証 券 9,716 9,810 △   93

関 係 会 社 株 式 935 935 　　　―

従 業 員 長 期 貸 付 金 65 78 △   13

繰 延 税 金 資 産 141 64 77

積 立 保 険 金 286 265 20

そ の 他 50 49 0

貸 倒 引 当 金 　　 △　39 　　 △　39 0

11,156 31.5 11,164 31.5 △    7

20,948 59.1 21,450 60.5 △  502

35,441 100.0 35,433 100.0 8

金　　額金　　　　額 金　　　　額

（平成14年3月31日現在）

　流 動 資 産 計

 資　  産　  合　  計

 ( 資 産 の 部 ）

　固 定 資 産 計

　有形固定資産計

　無形固定資産

　投資その他の資産　

　投資その他の資産計

固　定　資　産

　有形固定資産

   科　 目

当　　　  　　　期

（平成15年3月31日現在）

流　動　資　産

個  別  財  務  諸  表  等

　　 (単位　百万円）

　　  　　　　期　 別

貸   借   対   照   表

前　　　　　 　期
増　　 減

1



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

構成比 構成比

　　　% 　　　%

支 払 手 形 73 18 54

買 掛 金 2 2 △   0

未 払 法 人 税 等 685 348 337

未 払 消 費 税 等 71 22 48

前 受 金 484 675 △ 190

賞 与 引 当 金 55 49 5

設 備 支 払 手 形 78 106 △  27

そ の 他 189 680 △ 490

1,641 4.6 1,903 5.4 △ 262

退 職 給 付 引 当 金 344 303 41

長 期 預 り 保 証 金 3,732 4,825 △1,093

4,077 11.5 5,128 14.4 △1,051

5,718 16.1 7,032 19.8 △1,314

　　― 　　― 636 1.8 △ 636

　　― 　　― 800 2.3 △ 800

　　― 　　― 159 0.5 △ 159

任 意 積 立 金 　　― 24,000 △24,000

当 期 未 処 分 利 益 　　― 2,835 △2,835

（うち当期純利益） 　（―） (1,740)

そ の 他 の 剰 余 金 計 　　― 　　― 26,835 75.7 △26,835

　　― 　　― 86 0.2 △  86

　　― 　　―     △ 117 　△0.3 117

　　― 　　― 28,400 80.2 △28,400

(△1,740）

前　　　　　　　期

資　本　準　備　金　　

金　　額

増　　 減
（平成15年3月31日現在）（平成14年3月31日現在）

金　　　　額 金　　　　額   科　 目

（ 負 債 の 部 ）

自　 己　 株　 式　

利  益　準　備　金　　

　　  　　　　期　 別

  固 定 負 債 計

当　　　　　　　期

そ の 他 の 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

 資    本    合    計

資　　  本　　  金

流　動　負　債

　流 動 負 債 計

固　定　負　債

 負    債    合    計

 （ 資 本 の 部 ）

2



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　百万円）

構成比 構成比

　　　% 　　%

636 1.8 　　　― 　― 636

資 本 準 備 金 800 2.3 　　　― 　― 800

資 本 剰 余 金 800 　　　― 800

利 益 準 備 金 159 　　　― 159

任 意 積 立 金 25,000 　　　― 25,000

当 期 未 処 分 利 益 3,272 　　　― 3,272

利 益 剰 余 金 28,431 80.2 　　　― 　― 28,431

0 0.0 　　　― 　― 0

△ 144 △0.4 　　　― 　― △ 144

29,723 83.9 　　　― 　― 29,723

35,441 100.0 35,433 100.0 8

金　　　　額 金　　　　額 金　　額

　　  　　　　期　 別 当　　　　　　　期 前　　　　　　　期
増　　 減

（平成15年3月31日現在）（平成14年3月31日現在）

資　　本　　金

その他有価証券評価差額金

   科　 目

負 債 ・ 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

資　　本　　合　　計

自     己     株     式

3



（単位　百万円）

　　自平成14年4月 1日 　　自平成13年4月 1日
　　至平成15年3月31日 　　至平成14年3月31日

百分比 百分比

6,180 100.0 6,390 100.0 △209

2,605 42.1 2,551 39.9 53

売 上 総 利 益 3,575 57.9 3,838 60.1 △262

439 7.1 390 6.1 48

営 業 利 益 3,136 50.8 3,447 54.0 △311

144 2.3 170 2.6 △ 25

5 0.1 8 0.1 △　2

経 常 利 益 3,275 53.0 3,609 56.5 △334

118 1.9 117 1.8 1

434 7.0 773 12.1 △338

税引前当期純利益 2,959 47.9 2,953 46.2 5
法人税、住民税及び事業税 1,288 20.8 1,185 18.6 102
法 人 税 等 調 整 額 △ 50 △0.8 28 0.4 △　79
当 期 純 利 益 1,722 27.9 1,740 27.2 △　17
前 期 繰 越 利 益 1,549 1,095
当 期 未 処 分 利 益 3,272 2,835

 当　　期  前　　期
　　　 　23百万円  3百万円
　　　  113百万円 86百万円

 35百万円  41百万円
 16百万円   6百万円

  5百万円   7百万円

 ―百万円  77百万円
118百万円 　　  40百万円

204百万円 112百万円
230百万円 660百万円

※4．固定資産除却損
　　 投資有価証券評価損

営 業 外 収 益　 ※1

営 業 外 費 用　 ※2

　　 物件移転補償金
※3．固定資産売却益

特  別  利  益　 ※3　　　

特  別  損  失　 ※4

※2，支払利息

※1．受取利息

金　 額

増　 減

金　　　　額 金　　　　額

当　　　　　　　期 前　　　　　　  期

 　　保険金収入
　　 受取配当金

　　　　 16百万円
　　　  101百万円　　 有価証券利息

損　　益　　計　　算　　書

　（注記）

土地建物賃貸収益

土地建物賃貸費用

　　　　　　期　　　別

  科　　　目

販売費及び一般管理費

4



利　　益　　処　　分　　案

　当　　　　　　   期 　　前　　　　　　　期
　 自 平成14年4月 1日 　 自 平成13年4月 1日
　 至 平成15年3月31日 　 至 平成14年3月31日

3,272 2,835 436

600 600

300 300

計 4,172 2,835 1,336

 利   益   処   分   額

株　主　配　当　金 　　※1 633 　　※2 253 379

役　員　賞　与　金 32 32 　　 －

（うち監査役賞与金） (4) (4)

別　途　積　立　金 2,000 1,000 1,000

計 2,665 1,285 1,379

次　期　繰　越　利　益 1,506 1,549 △ 42

　　   普通配当　　10円
　※1.　　　　1株につき年50円

　　   特別配当　　40円

　　   普通配当　　10円
　※2.　　　　1株につき年20円

　　   特別配当　　10円

（単位　百万円）

（注）株主配当金には自己株式（当期62,928株、前期49,816株）分は含まれていない。

　　　　　　　期　　別

　科　　目

増　減

金　　　　　額 金　　　　　額 金　額

(－)

退 職 積 立 金 取 崩 額

株主配当平均積立金取崩額

当 期 未 処 分 利 益
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商 品 先入先出法による低価法によっている。

有 価 証 券
償却原価法によっている。

移動平均法による原価法によっている。

は移動平均法により算定。）

移動平均法による原価法によっている。

有 形 固 定 資 産 定率法によっている。

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

る。

税抜方式によっている。

いる。

正により、当事業年度における貸借対照表の資本の部
については、改正後の財務諸表等規則により作成して

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」
（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以後に
適用されることになったことに伴い、当事業年度から
同基準によっている。これによる当事業年度の損益に
与える影響はありません。なお、財務諸表等規則の改

 2．固定資産の減価償却の方法

 4．リース取引の処理方法

 3．引当金の計上基準

 5．そ の 他

（1）消費税等の会計処理

   （2）自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建物
附属設備は除く）については、定額法によっている。

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債

　時価のあるもの

　時価のないもの

重　要　な　会　計　方　針

 1．資産の評価基準および評価方法

　満期保有目的の債券

　子会社株式及び関連会社株式

　その他有価証券

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価
決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっている。

権等については、個別に回収可能性を勘案し、回収不

従業員賞与の支出に充当するため、支給見込額に基づ
き計上している。

能見込額を計上している。　　　

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によってい

給付債務及び年金資産に基づき、当期末において発生
していると認められる額を計上している。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも
の以外のファイナンス・リース取引については、通常

6



会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）
が平成１４年４月１日以降開始する事業年度に係る財
務諸表から適用されることになったことに伴い、当事
業年度から同会計基準及び適用指針によっている。

　　　          13,371百万円

　　　          　 133円37銭

　　　         　　 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会
計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する

 4．当社が保有する自己株式の数　　普通株式           62,928株

貸　借　対　照　表　の　注　記

 1．有形固定資産の減価償却累計額

 2．１株当たりの当期純利益

 3．商法第290条第1項第6号に規定する純資産額      　　 0百万円

   （3）１株当たり情報
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時　　価 差　　額 時　　価 差　　額

1,317 1,180 1,737 1,600

1,317 1,180 1,737 1,600

　1.リース物件の所有権が、借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　　 8百万円

　　　 0百万円　　　　　

（子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの）

　　　10百万円

　　　 3百万円　　　　　

　　　 0百万円　　　　　

 　③当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 　　　 4百万円　　　　　

　　　 3百万円　　　　　

（ リ ー ス 取 引 の 注 記 ）

　　　 2百万円　　　　　

　　　 9百万円

　　　 6百万円　　　　　

　 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

備　　　　　品
取 得 価 額 相 当 額

　　　12百万円

前　　　期

備　　　　　品

　　　18百万円　　　　　

　 2,377百万円

　　 319百万円　　　　　

　 2,057百万円

　2．オペレーティング・リース取引　

（貸　　手　　側）

　　　 4百万円　　　　　

自平成13年4月 1日
至平成14年3月31日

支 払 利 息 相 当 額

減 価 償 却 相 当 額 　　　 3百万円　　　　　

（借　　手　　側）

当　　　期

　　　 6百万円

期 末 残 高 相 当 額

　　　18百万円　　　　　
減 価 償 却 累 計 額 相 当 額

　　　 6百万円

　 ②未経過リース料期末残高相当額

至平成15年3月31日
自平成14年4月 1日

   合　　　計 　 2,012百万円

　　 241百万円　　　　　

　１ 年    超

   合　　　計

　１ 年 以 内 　　　 4百万円　　　　　

　１ 年    超 　 1,771百万円

関 連 会 社 株 式

合 計

   ④減価償却費相当額の算定方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法
　　 によっている。利息相当額の算定方法は、リース料総額とリース物件の取得価額相当額と
　　 の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法によっている。

（ 有 価 証 券 関 係 の 注 記 ）

　１ 年 以 内

　　未経過リース料　

区          分

貸借対照表計上額

当　　　　　　　期

（平成１５年３月３１日現在）

子 会 社 株 式

（単位　百万円）

137

137

前　　　　　　　期

（平成１４年３月３１日現在）

137

137

貸借対照表計上額
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19 百万円

63 百万円

118 百万円

23 百万円

224 百万円

―

224 百万円

△　 0 百万円
△ 　0 百万円

224 百万円

法定実効税率 42.1 ％

 （調　　整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.2 ％

受取配当金等永久に損金に算入されない項目 △ 0.3 ％

住民税均等割 0.1 ％

収用等の特別控除 △ 0.7 ％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 0.2 ％

その他 0.2 ％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.8 ％

　  

　　（3）地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）が平成15年3月31日に公布

　　     減少し、当会計期間に費用計上された法人税等調整額が5百万円、その他有価証券評

　　     価差額金が0百万円、それぞれ増加している。

　　　　 されたことに伴い、当会計期間の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した

　　     法定実効税率は、前期は42.1％、当期は流動区分については42.1％、固定区分につ

　　     いては40.5％である。

　　     これにより、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が5百万円

（税効果会計に係る注記）

当 期（平成15年3月31日現在）

　  （1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 （繰延税金資産）

賞与引当金損金算入限度超過額

未払事業税否認

退職給付引当金損金算入限度超過額

その他 　　

繰延税金資産小計 　　

評価性引当額 　　

繰延税金資産合計 　　

 （繰延税金負債）

その他有価証券評価差額金
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額

　　（2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な

　       項目別の内訳
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1．代 表 者 の 異 動

2．その他の役員の異動

     取締役 不動産部長 　斉　藤　大　海（現　不動産部長）

     取締役 　石　戸　敏　雄（現　新立川航空機株式会社 取締役）

     専務取締役　総合企画部門担当

　乙　幡　知　成

     取締役相談役 　乙　幡　平之助（顧問予定）

     常務取締役 不動産部門担当兼保安部長

        　 花　房　　　宏 (現　取締役 不動産部門担当兼保安部長）
        

役　 員　 の　異 　動 （平成１５年６月２７日付予定）

　　　　

（2）退任予定取締役

（1）新任取締役候補

　　　　

       　

　　 該当事項はありません。

   （注）石戸敏雄氏は、商法第１８８条第２項第７号の２に定める社外取締役であります。

（5）昇任予定取締役

（4）退任予定監査役

　　　監査役（非常勤）　 石　井　英　雄（現　新立川航空機株式会社 顧問）

   （注）諏訪　右氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に

（3）新任監査役候補

　　　監査役（非常勤）　 諏　訪　　　右（現　新立川航空機株式会社 代表取締役社長）

　　　　 定める社外監査役であります。
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